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本年３月 11 日に発生した東日本大震災は、日本のエネルギー需給構造に大きな影響をもたらし、原子力発電所の
事故を踏まえた電力不足への対応やエネルギー政策の抜本見直しが喫緊の課題となりました。
エネルギー政策については、基本原則である「3E」（Energy security：エネルギーの安定供給の確保、

Environment：環境への適合、Economic efficiency：経済効率性）を踏まえて、これまでの大規模電力系統に依存す
るエネルギーシステムから、分散エネルギーシステムを有効に活用した需給構造にどのようにして変更してゆくかが、
今、我々に突きつけられた課題であります。
そもそも、エネルギーは、「需要」と「供給」という独立する二つの要素から成り立っているという既成概念があ

りますが、エネルギーをより有効に活用するという観点から、これからは、｢需要｣ と「供給」を一体として考える
視点が重要です。燃料電池や太陽電池などが家庭に整備される社会では、需要地の中にエネルギー供給源が散在する
ことになります。エネルギーは、需要地に向けて上流から下流へと一方向に流れるのではなく、分散システムの有効
性を最大限に活用しながら、系統の中で、双方向に移動します。そうすることによって、分散システムと全体システ
ムが相互に連関しあい、信頼性の高いホロニックなシステムが実現するのです。燃料電池は、電力と熱とを一体的に
供給する総合効率の高いシステムとして知られていますが、もう一歩進めて、家庭における需要と供給を一体的にコ
ントロールするシステムとしての価値を、再認識する必要があるのかもしれません。
分散エネルギーシステムとして、太陽光・太陽熱・風力などの再生可能エネルギーが注目を集めています。しかし、

供給安定性に課題の残る再生可能エネルギーをより効果的に活用するためには、分散システムによる補完、そして、
それらを大きくバックアップする系統システムとの連係など、それを補完するシステムの構築が不可欠となります。
現在、燃料電池を導入する新築住宅の半数以上に太陽光発電が設置されておりますが、燃料電池は、太陽光発電の経
済性を高めるとともに、セキュリティ性・省エネ性をより一層高める役割を担っています。将来は、燃料電池・太陽
電池・蓄電池の三電池で、家庭用エネルギーにおける究極の省エネと省 CO2 を実現することが期待されますが、間違
いなく、燃料電池は、そのコア・ディバイスとなるに違いありません。
東日本大震災による大規模停電と、それに続く計画停電などを経て、電源の自立化という課題も浮かび上がって参

りました。ガスエンジンやガスタービンによるコージェネレーションシステムにおいては、非常用電源としての機能
を確保するため、ブラックアウトスタート（BOS）機能が備わっているものが多くありますが、現在流通している家
庭用燃料電池においては、災害用電源としての利用は想定されていませんでした。今後、停電時にも自立運転を可能
とする「自立型燃料電池システム」の開発を促進することにより、燃料電池が、電源セキュリティーとして、正に、
お客様の安心と安全を満たす機器となることが期待されます。
2009 年５月に世界に先駆けて販売開始された家庭用燃料電池「エネファーム」は、2010 年度までに約 10,000 台

が導入されました。東日本大震災を経て、これまでの 3E に加えて、分散システムとしての優位性、再生可能エネルギー
との親和性、非常時の供給信頼性など、エネルギーシステムへの要求は高まるばかりですが、それらのソリューショ
ンとして、燃料電池の可能性に寄せられた期待の大きさを実感します。今後、さらなるコストダウンを推進するため
にも、国産天然ガスのみならず、海外の多種多様な都市ガスに対応することによって、世界的にマーケットを広げる
ことが重要であります。
東日本大震災の教訓を受けて、日本のみならず、世界のエネルギー政策が、大きな転換点にあります。不幸な震災

ではありましたが、この年が、先人たちの労苦と英知の賜物として商品化された家庭用燃料電池が、日本発の戦略商
品として、世界に雄飛する契機の年となることを期待してやみません。
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燃料電池バスの実用テストが行われています。
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